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アメリカの貧園児教育
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1.はじめに

(ハイタレント政策から機会均等政策へ)

戦後，教育計画の研究や論議の第l段階で，主要な役割を演じたのは経済学者であった。

その理由として 1つは，教育計画のイニシアティフ令は，多くの闘で，経済計画の担当官庁に

あったこと，さらには，教育に経済理論を応用した業績がつぎからつぎへと出されたことなど

があげられる 1)。

したがって，初期の教育計画の主要な関心は，経済発展のための教育計瞬にあり，教育の

教育学的あるいは社会的側面に目を詮がなかった。しかし，その後の教育計画は，教育制度や教

育内容を重要視する方向にむかっている O

つとに指摘されているように，教育計画の研究や計画立案指導などの国擦的中心機関であ

るユネスコ， OECDの教育計画についての後期の報告にも，その傾向をみることができる 2)。

ユネスコの教育計踊間際研究所 (IIEP)は， r教育計画の質的側面J(1969年)と題する刊行書
を出し，教育計画が教育の震から震により一層の関心を向けることを強調している 3)oOECD

の教育経済研究グループも，グループの最終報告として「教育計画の社会的目的J(1967年)を

出し，教育機会均等を中心に論じている 4)。また， 1968年に設立されたOECDの1機関であ

る教育調査・方法研究センター (Centerfor educational research and innovation)で，

OECD 地域の先進資本主義国の教育成長過程の 1部としで，教育機会均等に関する開題を

点研究自標の 1っとしている 5)。

上記のような動向をもたらした要因の 1つは，過去20年各国とも教育の規模は急激に増大

したが，しかし，多くの場合，教育機会の増大，教育参加の社会的不均等を是正するにはほと

んど効果がなかったことが問題点として認識されてきたことがあげられる。

その時期OECD加入の19ヶ国についておこなわれた教育の機会均等に関する統計的調査
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によれば，つぎのような結果がでている。

ri) 大学段階以下，とくに中等教育段階で，社会的選抜がかなりおこなわれている。その
社会的選抜は，上，中層階級に有利で、あり，結果として，高等教育の有資格者に社会的差別を生

ピさせている。初等，中等教育段階の就学芸容が例外的に高い国をのぞいては，このような傾向

は時が経過するにつれて減少する動きを全くしめしていない。

ii) 上層階級出身の青年は，統計的にみて，全労働人口における間階級のしめる割合に比

して，より多くの者が高等教育に入っている。

iii) 上記の傾向は，上層階級よりは程度は低いが，中層階級出身の青年の潟等教育就学率

においても同じである。そして，下層階級の青年は，上，中層階級とは反対に，高等教育就学

率は，問階級の全労働人口中にしめる割合より低くなっている。

iv) 棺異度指粟 (indexof dissm ilarity)濯によって測定された教育不均等は，大部分の

閣でわず、かに減少している。しかし，その程度は，極くわずかなものにすぎない。

※(この指標は，学生と労働人口の社会常級機成比率を一致させようとするならば，他の社会経済階級に

移動する必要がある学生および労働人口の全比率である。)

v) 45-54才掃の男子労働人口 1，000人当りの子供の高等教育就学率は，全階級にわたっ

て増加している。しかし，下層階級の増加率は，上層階級に比して，かなり低い。このことは，

最近，階級的不均等が拡大してきたことを示唆している o これは，数ケ匿についておこなわれ

た調査結果である。

※(社会階級別の学生数は，通常入予し得るが，社会階級別の年令別構成は，ほとんど利用できない。そ

こで，向一年令集団の全青年と学生を比較するために，許容し得る近似的なものとして， 45-54才層

を選定した。その理由は， 45-54才層は，大学段階年令層の子供をもっとも多く持っていると考えら

れるからである。)

vi) 社会経済階級別専攻科目別の就学惑の棺違については，全階級ともにどちらかといえ

ば巾広い選択がおこなわれているが，しかし，その社会的背景と密接に関連した分野を選択す

る明石雀な{頃向をしめしている。J6) 

戦後，先進資本主義国の多くは，財政，金利政策を使つての経済の誘導，あるいは，産業

の部分的国有管理政策などにより，経済成長を基盤として完全雇用をはかりながら，他方社会

保障などにより爵民生活を安定し，国家の窮極の目的を国民福祉の向上におく，福祉菌家の建

設を標ぼうしている。

経済の計画化，経済発展における労働力の戦略的重要性についての認識の普及は，教育へ

の産業・経済のインパクトを深めてきた。しかし，一方で、，揺祉関芸誌の理念は，国民の教育要

求の高まりとあいまって， 19世紀以来の教育機会均等の理念を，単に理念にとどめるごとなし

実費的に保証し現実化することを必要たらしめてきている。

たとえば，イギリスの1944年教育法は，すべての階級に，教育機会の平等を与えることを

目標として立法されたものであった7)0

しかし，その後のイギリスの経過は，教育の社会的不均等が減少せず，かえって拡大する

傾向すらみせているという批特がでている。

戦後，高等・中等教育の拡大，総合制中等教育の設置，奨学金への公共支出の増加などの

措壁があったが，そのd恩恵に主としてあづかったのは中産購級であったといわれている叫
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以上のような教育の不均等な現状は，政治的批判につながり，かつ， 1960年代から各国で

積極的に展開されてきた人的能力の開発を目的とする労働力政策とも矛賭するなどの諸要因に，

教育機会均等が教育政策の現実課題となってきた背景をもとめることができる。

最近の注目すべき教育機会均等問題は，高度成長社会のなかで，とりのこされた階級地域

社会の児童の補償教育 (CornpensationEducation)が，イギリス，アメリカで関心をあつめて

きていることである。

イギリスでは，1960年頃まで、は，貧盟問題の解決に対して楽観的態震が一般化していた。

富民総所得と個人所得の定期的な上昇や生活水準の著しい進歩は，地域社会の間に公平に

分配されるのであろうという一般的信念があったといわれる。しかし， 1965年頃から，生活水

準の一般的上昇は，貧困地域や環境条件の悪悪い地域の除去にほとんど寄与しない，逆に地域

格差をむしろ拡大してきたことが認識されはじめてきた。生活水準や環境条件の地域格差とに

教育水準についても著しい地域格差が存在していることが問題となり，プラウデン報告(Plow-

den Report)によって，教育優先地域 (theEducational Priority Area)のプランが提示され

た。

アメリカでは，ジョンソンの「貧困への戦いJ(War on Poverty)では，後述のとおり，

貫間層への教育と職業訓練が重要な柱となっている。

社会の底辺層に対する補償教育(CornpensationEducation)の問題は，教育の機会均等の

教育計画にとって，もっとも基本的なものである。なぜなら，社会的家庭的条件で劣っている

ものは，教育においてもっとも不利な条件を負っているからである。

本稿の目的は，アメリカの賞罰児教育を概観することをとおして，教育機会均等のための

教育計画への何等かの示唆を得ることである。

2.アメリカの貧鹿児教育

(1)社会的背景

「貧国への戦いj宣言の法的表現である19臼年の経済機会法 (TheEconornic Opportu-

nity Act)の第2条は，つまのようにいつでいる。

「合衆国の経済的福祉と繁栄は，世界史上何しとげられたいかなる水準も凌駕するに至っ

ており，この利益は，全国民に広く分配されているが，貧困は，我が国民のなお多数の者の運

命となっている。アメリカ合衆国は，各人が各自の最高の能力を発揮し，我々の社会の運用に

参加する機会を得た場合にのみ，国家としての経済社会的可能性を極めることができる。した

がって，教育・誤練の機会，働く機会陶磁さと尊厳をもって生活する機会を各人に与えるこ

とによって，この国における豊さの中の賞困というパラドックスを除去することが，アメリカ

の攻策である。この政策をより発展させる努力を強化し，補い，協謂することが，この法律の

目的である。J

従前の貧間対策は，なによりもまず所得維持政策でもあった。この条文のなかには，なかには，

貧困についての定義もなく，所得緯持政策にも全然ふれておらず¥貧園対策として，すべての

者に「機会の平等J(Equal Opportunity) を与えることをのみを強調している。

ケネディにはJピまりジョンソンの「貧国への戦いj貿言にいたる嚢E震対策の持色は，何よ

りもまず「機会の平等Jを重要視したことであった。その背景は，豊かな社会における「新し

い貧国Jの存在に対する彼等の認識にもとづくといわれている。
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ケネディ lこ，貧困についての概念とその対策を示唆したのは，ハリントン (Harrington) 

の fもう一つのアメリカJという著作であったといわれている 9)。ハリントンは，さまざまの

形態の貧国者がアメリカに多数存在し，彼等は f貧困の文化Jのなかで生活し，社会の疎外者

(the Rejects)となっていることを指摘した 10)0

ケネディは， 1960年選挙運動でウエスト・ヴァージニアを施行した時，そこで，その地方

特有の質問一一地域の条件や石炭産業の衰退による質問一ーを見い出し，悲'惨と貧困な環境の

中に，さらに重なりあって存在する悲r惨と費国を認識したといわれている 11)。

1930年代のニュー・デイル (NewDeal)政策時代には，低所得による貧困は，人種とかそ

の標識では区別できない国民に広く分布した人々の問題であった。ニュー・ディルの貧困政策

は，経済状況の改善により大多数のものは食簡をまぬがれ，老令や事故，失業などによる所得

喪失者は，社会保障によって従前の生活水準を維持することが可能になり，最後に残ったもの

は公的扶助で救済するというもので、あった。

しかし， 1960年代に，貧困は国民一般の問題ではなく， r機会の不平等jによって特徴づけ
られる諸築関に集中していることが問題として認識されてきた。経済が高度に成長した現段階

では，貧困の主要な原因は，単に所得の低さによるものではなく，集団として糖麗上昇をする

個人的機会が非常に限定されていることにあるという新しい貧困観から，集団と機会の平等を

強寵する貧国対策が生まれてきた。この貧国観と，貧困は貧困を生むという「貧困の悪循環論j

があいまって，貧困問題解決のための武器としての教育が重要視されてきたのである 12)0

さらに下表にみるように，貧困場中にしめる児童の大きなウエイトも，貧国児の教育の関

心を高める要因の 1つをなした 13)。すなわち， 1966年に， 16才以下の各年令揮における貴顕発

生率は， 65才以上の老令層をのぞく。すべての年令層より高く， 16才以下の貧困究の総計は，

アメリカの当該年令児童の約四パーセントになる O アメリカの児童5人につき 1人は，貧困な

生活環境にあるということになる。

年令・人穫別貧困者数
1966年 (4人)

王手 メμ>. 総 言十 自 人 手ド 自 人

o - 5 4，508 19.0 % 2，629 13.2% 1，879 49.3% 

6 15 7，367 18.5 4，496 13.2 2，871 51. 0 

16 21 2，746 14.5 1，766 10. 7 980 39.4 

22 - 54 7，415 9.7 5，012 7.4 2，403 29.1 

55 - 65 2，536 14.7 1， 925 12.3 611 38.1 

65 十 5，396 29.9 4，639 28，0 757 52.0 

総 計 29，968 15.5 20，467 12.0 9，501 40.9 

※ %は全閣当該年令層に対するもの。

経済機会局 (0ffic e 0 f Economic Opportunity)資料

(2) 貧閤児教育政策

連邦政府のおこなっている貧国児教育政策は，主として経済機会法， 1965年成立の「初等・

中等教育法J(the巳lementaryand Secondary Education Act)にもとづいておこなわれて

いる。この爵法による教育活動で，就学前教育と学校教育に関する主要なものをつぎに紹介す

る。この範闘で，連邦政府の貧困児教育は，つぎの3つの分野に分けて考えられる。
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(1) 就学前教育

(2) 初等・高等学校の貧顕児教育の震の向上

( 3) 学校教育の継続・進学の援助

77 

(1)の分野に入るものとしては，ヘッド・スタート (HeadStart)計画がある。この針婚は，

初等・中等教育法により，資金の援助を受けるもので，経済機会法による地域貧困対策である

地域行動計画 (theCommunity Action Program)の一環としておこなわれるものである。

この計画ができた動機は，つぎのようなもので必るといわれているl針。

lつは，幼児期に教育をおこなうことは，貧困踏級，黒人，メキシコ人，インディアンの

児童遣の初等学校における学業成績，認識力，要求水準における劣位を矯正するもっとも良い

方法である。

2つは，知能は，早期に適切な教育をおこなえば，矯正し得るという考え方が，計画の基

底にあった。

3つは，政治的なもので，経済機会局(OEO)が採用した一連の貧困対策教育のうち，職業

部隊 (theJob Corps) 15)や地域行動計踊も論議を呼んだが，ヘッド・スタート計画はもっと

も人気のあるものであった。 1965年の夏には，全国の郡 (County)のうち， 65%がこの計鱒

に対して補助金の申講を出し， 1967年の秋までには200万人以上の先輩が，計画に参加したと

いわれている。

言十舗の立案実施については，地域社会の自主性が尊重されている。したがって，地域によ!

り計酒の内容はことなっでいる O 夏季計調と通年計画があるが，通年といっても，期間は， 3 

月聞から 8月間までさまざまである。授業の形態は，非構造的 (Unstructured)なもので助言

によって社会化を主要在日的とおこなわれる。

教師1人当りの児童数は，全国1人当り14.3人で，最低3人，最高で、29人である。計舗の

白的は，つぎの 2点にあるとされている。

1.学習能力はじめとする読能力の改善

2.地域社会の改善

(2)は，主として初等・中等教育法によっておこなわれるもので，低所得家族の子供が集

中している地方教脊当局の貧国児対策教育計爵への資金援助を主体にしている。資金援助は，教

育的に不利者条件下にある児童のために初・中等教育を改善するに必要な人員，施設，特別計

画，サービスを鉄給する費用に対して与えられる。

(3 )として，近隣部隊計画 (theNeighborhood Youth Corps以上略NYC)やアップワ

ード・バウンド計踊 (UpwardBound 以下略UP)などがある。

NYC計画は， 16-20才の青年を対象にするもので， 2つの部分から構成されている。

lつは，在学中の青少年に対して，学期中パートタイムの仕事を与えることである。他は，

夏季期間中，青少年を路上に置かないことを目的としておこなわれるもので，高校在学者の他

に，高校中途退学者・卒業者が対象となっている。

UP計画は，貧困青少年が大学に進学することを援助する計繭である。しかし，これは，

普通の意味での奨学金などによる進学奨励制度ではない。奨学金は，知能能力はあるが，進学

資金が乏しいものに与えられるのが普通でトある。しかし，この計調は，知的能力も成績もよく

ないが，しかし，教師の指導によって，知的能力を開花させるだけの可能性をもっているとお
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もわれる青年に与えられる。対象となった青年は，大学で2年間にわたって，夏休み中授業と

カウンセリングが与えられ，高校でも学期を通して特別指導がなされる G

(3) 貧由児教育の効果測定

震臨児教育の諸計画の効果測定については，現在もなお実施中であるが，ここで、は，政策

実施後比較的短期間のうちにおこなわれたものについて紹介する。

したがって，綜合的に効果を判献する資料ではないが，ここでは，かなり正確な調査手続

きによって大規模な調査のおこなわれたヘッド・スタート計画の学習効果および， NYC計画，

UB計画に関するものと，宜接貧困教育の評価についてではないが，アメリカにおける教育の機

会均等についての代表的なものとされでいる J.S.コールマン(Coleman)の調査をとりあげ

ることにする。

(1) ヘッド・スタート計画16)

ヘッド・スタート計画についての最初の大規模な評価測定は，経済機会局の委託により，

ウエスチング・ラーニング・コォーポレションとオハイオ大学の協力によって， 1968年実施さ

れた。

ヘッドスタート計覇の目的は，前述のとおり，大きく分けて 2つあったが，その主要な目

的は，兜章の学習能力の改善にある。したがって，調査の主要目的も，計画に参加した児童と

コントロール・グループの児童を比較していた。要約するに，この調査結果からみると，学習

能力の改善には，ヘッド・スタート計闘はあまり効果をあげ得なかったことになる。

しかし，第2の目的である地域社会の改善には，間言十麗は有効であったとの評価がおこな

われている O その併としては，ヘッド・スタート計画に刺激されて，アメリカの教育委員会の

多くが，新しい授業方法，父兄の学校運営の参加，貧国児教育に関心をしめしはピめたことな

どがあげられている。学習能力の改善に役立つという積極的な証明を現夜まで，向計画はしめ

していないが，政治的に人気があり，今後も引きつづいて実施されるであろうといわれてい

る!7)。

(2) NYC計画m

NYC計調は，いくつかの地区，たとえば，ワシントン D.C地区などでは， 高校中途退

学者の減少に効果をしめたが，しかし，多くの地区で、は，中途退学の可能性が強いものがあま

りこの計鱒を利用しなかったといわれたし，開計調の学習能力改善の効果を測定することにあ

った。この場合に，学習能力は認識(Cognitive)能力と感情 (Affective)能力とよりなるも

のとされている。認識能力とは，学ぶ能力(Abilty to Learn)であり，感情能力とは学習意欲

(Willingness to Learn)を意味する。

初等学校に入学したヘッド・スタートグループとコントロール・グループを比較した結果

は，つぎのようなものであった。

夏季計闘の効果は，ほとんどない。通年計爵は，感情能力には影響をあたえないが，認識

能力については， 1. 2. 3学年を通して，わず、かで、はあるが効果をもっている。しかし，認識

能力においても，使用した3つのテストのうち 1学年にしか使用できないテストのみが統計

的に意味のある効果をしめたのみであった。他の2つのテストのうち 1つは，効果を全然し

めきず¥もう 1つは 1学年の効果が， 2 . 3学年になるにつれて消滅してゆくことをしめし

ている。したがって，中途退学者の減少にあまり効果がなかった。その原因は，計画により与
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えられる仕事は，学校や地方教育局からより良い学生に対する賞金として利用されることが多

かったことによる。この計画の難かしさは，貧厨の故をもって，より良い学生をおいて，成績

や素行の悪い学生に仕事を世話することを教師や行政官に強制できるか，あるいはそれが望ま

しいことであろうかという疑問にあるとされている。この言十i滋は，一般の奨学制度としては有

効であったろうが，貧器対策としては失敗で、あったとの評価がある問。

(3) U B計画19)

1969年におこなわれたアメリカ会計検査院は，この計画に参加した学生について，つぎの

ような評価をしている。

1.高校中退率は，低所得層に通常とおもわれたものより低い。

2.大学入学率は，彼等の児姉や全国高校卒業生よりも高い。

3.大学進学適性検査は，全国平均点より少ないにもかかわらず，大学継続率は高い。

以上につけ加えて，過去には，入学許可にならなかったような成績の悪い貧困を大学が受

け入れるようにする運動にとってのUP計闘の意義を高く評価する意見もある。

(4 ) 教育機会均等調査初)

J.S.コールマン (Coleman:ジョン・ホップキンス大学社会学教授)tl:， 1964年の市民権法

(Civil Right Law)に関連して，アメリカの教育機会均等に関す調査を教育省から委託され，

1966年，その報告書が刊行されている。

調査対象として，約4，000の初・中等学校を抽出した大規模な調査である。

鵡査結果を要約すれば，つぎのとおりである。

1) すべての状態において，生徒の学業成績(言語能力，数学，高学年では，実用知識，

自然科学，人文科学が加わる)にもっとも影響のあるのは，生徒の社会・経済地位で，つぎは

教師の資質で，ほとんど影響のないのは学校嬰盟(生徒一人当り支出を含む)である。

2) 学校要因による影響は白人がもっとも少なし大都市地域以外の南部黒人にもっとも

大きい。このことから，学校要因によってもっとも大きく影響されるのは，最下麗の貧困家庭

出身の生徒であると推測できる。

以上の結果と，社会経済的地位の抵い見童は，高い地位の児童と一緒に在学することによ

って成績がよくなる一方，高い地位の子供はほとんど影響がないという事実をあわせて， ~皆層

的人種的分離学校を統合することが教育政策の課題として提案されている。

3.貧園児教育政策に対する批判
アメリカの現在の貧閤児教育政策について，いくつかの批判がある。

lつは，貧函対策としての教育の有効性についての問題である。教育と貫圏対策は，本来

別憾のものであって，貧困対策の主流は，所得保韓政策であるべきであるという主張がある。

教育の機会を震回線以下に限定することは国難である。なぜ、ならば，貧困でないものにも，r機
会jに恵まれないものがいる。このクラスのものに，教育の機会を有効に活用できるものが，

貧困者より多い。したがって，貧菌対策としての教育を積極的に利用するものは，本来の対象

たる震問者でなくなる傾向がある。その例証として，たとえば，ヘッド・スタート計画でも地

域によって，利用者の大半が震関者でなかったことがあり， N Y C計踊でも，前述のとおり，

計画の利用基準が，貧厨ではなく，成横や素行に対する報賞ある場合が多かったということが

あげられる 21)。
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さらに，職業訓練は別にしても，学校教育は，直接所得に結びつかず，また，教育や職業

訓練をうけても，それに応、じた職業収入を得ることができなければ，教育が貧困の原因となり

かねないとの批判もあるm。

つぎには，貧困兜教育政策が，補償教育を中心にして，教育制度や学校組織の改革に手を

つけなかったことに対する批判がある。

D. K.コーヘン(Cohen)は，教育機会の人種差別の源泉は，社会構造や教育制度のなか

にあることを指摘しながら，補償教育の限界をつぎのようにいっている 23)。

lつは，補{賞教育は，非常に多額の資金を要するにもかかわらず，その効果について確た

る証明がない。補盤教育は，教育の機会均等にとって必要条件で、あるが，しかし，それだけで

は充分な条件ではない。

2 (ま，学校に おける人種分離制度の上に立って，補償教育を強化すれば，分離を促進する

作用をする O 補{賞教育への資金の投入は，分離制度を維持することが地方教育局にとって財政

的に有利になり，分離学校の設置が盛んになる。

つづけて，コーへンは，コールマンの調査結果にもとづいて，現夜もっとも効果の明らか

な政策として，学校統合政策を主張している。

ごの系例の批判には， s.ボウエルス (Bowels)が，教育の機会均等を推進することにつ
いて，人種的に利害が分けれる面があることを指摘しながら，黒人が地域社会の教育政策の樹

立，運用により大きな影響をもっ必要性を強調している。

4.むすび
以上のような批判があるにもかかわらず，アメリカの貧困児教育政策は，つぎのような諸

点について積棲的に評価されなければならない。

1. 教育機会均等という視点から，もっとも不利な状態にある貧困層児童の教育改善に与

論の関心を喚起したことである。その影響は，単にアメリカにとどまらず，イギ、リスにも波及

し，貧国地域に平均を上廻る教育資源と教育努力を注入し，貧困層児童の教育を向上しようと

する教育罷先地域プランを生んでいる。

2. 教育機会均等の概念の変化に与えた影響である。教育機会への接近の平等性は，教育

結果の平等を保証するものではない。アメリカの貧困児教育政策の自的は，教育機会の平等だ

けではなし態度や学力など教育成果についても貧問題兜童の享受する水準を向上することで

あった。そのために，政策の着手を契機として，貧国層児童の教育均等のためのさまざまな教

育実験が，連邦資金の援助によりおこなわれた。

3. このような教育実験あるいはそれにもとずく教育実践は，また，その後における貧困愚

教育理論の展開の基礎をなすものでもあった制。最初は補償教育の前提であったのは“deficit"

(欠陥)議であった。 すなわち，貧困層児童が教育に適臨しない原鴎は，彼等の家庭のなかに

あり，その解決のために彼等のソーシャル・ゼイションを変えることが必要で、あるとするもの

であった。したがって，貧困児童への教育は，このような彼等の欠舗を捕{賞するものでなけれ

ばならないのである。しかし，その後，貴国児童の文化と，社会で主流となる文化との関係は

優劣ではなく，単にパターンの差異にすぎないという“Difference"(差異)論，さらには，彼等

の文化の優れた側面を発展さるべきとする“Preference"(選択)論などの教育理論が主張さ

れてきている。
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貧困対策として教育政策は，賓間の偶人的責任論あるいは，その“病理学的解釈"25) をイ

デオロギー的に利用されるという危険をもっていることに注意しなければならない。しかし，

貧国層子弟の教育における不利な状態は改善されるどころか，むしろ拡大しているかのように

みえる。たとえば，我々が最近実施した中学生卒業生の調査によれば，高校進学率90%以上と

いう教育機会の拡大にもかかわらず¥進路，学業成績などについての階寝義は明らかに存在

し，そのなかで貧困層はもっとも不利な状態にある。選別機能が教育機能に極めて優先してい

る日本の教育体制のなかで，教育機会の拡大は，取りのこされたものの状態をむしろミゼラル

なものにしている 26)。

むしろ，現在の教育は，貧困を再生産し，閤定化することに作用している側蕗をもっているこ

とに問題があるようにみえる。貧国問題に対処するためには，震困層に対する生活保障の充実

とともに，このような教育の否定的側面を教育内部からの努力によって克服することが必要で

あろう。その際に，アメリカやイギリスにおける貧国児教育における諸教育実験は，我々にと

って貴重な示唆を与えるであろう。
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